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抄 録

高知県においては公教育の学力不振状態が長期にわたり、公立小・中・高等学校に対する県民の
評価は厳しい。平成19年度約50年ぶりに再開された小・中学校の「全国学力・学習状況調査」結果
は、県民の学力に対する評価を裏付ける結果となった。また、全国的にもPISA調査など国際的な学
力調査の結果等を受け、くすぶっていたゆとり教育への批判は一挙に増幅し、学習指導内容が再考
され始める。これを契機に高知県教育委員会は、学校経営の改善、教員の指導力等の向上対策を集
中的に実施し学力低位県からの脱却を模索し始める。また、教育委員会制度も変わり、自治体とよ
り連携した教育施策が重要視されている今日、学力向上を中核とした高知県の教育施策の成果と今
後の対応について考える。

キーワード：「全国学力･学習状況調査」「総合教育会議」「教育大綱」「教育振興基本計画」「学校経
営計画」

１ はじめに
（１）平成19年度学力調査

平成19年４月、約半世紀ぶりに実施された全国学力・学習状況調査（調査対象小学校６年生、中
学校３年生）の本県の結果は、昭和30年代当時と同じように、非常に厳しいものであった。（小学校：
37位 中学校：46位）実施にあたって、恐らく殆どの小・中学校では、この調査の歴史や意義をあ
まり深く意識せず、また、その影響もさほど考慮しない対応で、出てきた結果においても「それは
それ」と淡白な反応であった。

国は、昭和31年「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」制定後、教職員の勤務評定の実施
を各県教育委員会に求めたが、本県では多くの教員が勤務評定の実施に強く反対し、県教育委員会
と学校現場においての対立の中、和解勧告を受け入れるまでの10年間は、熾烈な争いが繰り広げら
れ、子ども、保護者置き去りの闘争は瞬く間に高知県の教育力を落とすこととなった。その影響は
以後も続き、県民の公教育に対する不信を拭い去ることができぬまま時を経てきた。

しかし、その状況が様変わりしはじめるのが平成20年度当初である。低位にある本県の学力状況
の改善のため「全国学力・学習状況調査」を活用した徹底的な分析とそれに基づく施策が動き出す。

（２）「学ぶ力を育み 心に寄りそう 緊急プラン」に基づく取組
平成19年度の結果を受け、教育委員会事務局では徹底的な現状分析を行い、その結果に基づく対

応策、「学ぶ力を育み 心に寄りそう 緊急プラン」（以下、「緊急プラン」とする。）を実施するこ
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ととした。この中で、県内全小・中学校の学力等の実態資料を基に単元テスト、基幹校づくりのプ
ロジェクト等々、各市町村教育委員会や議会の協力も得て、様々な対策、対応が開始された。

現状を変えていくうえで、県内小・中学生の４割を占める高知市の状況を改善することが、本県
の学力向上にとって鍵になることは言うまでもない。知事、県教育長も、小・中学校長に直接語り
かける場が設定され、知事は、熱い語り口で、子どもの立場に立って現状を変えようと説き、教育
長は、とりわけ厳しい中学校の状況を踏まえながら、「『私学に学力が高い子やリーダ的存在の子が
抜ける』、『経済的に厳しい家庭が多い』等の理由を口にすると何も前に進まないし、始まらない。
ここは、覚悟を持ってこれらの理由を封印し、学校として、教員としてやるべきことをやっていこ
う。」と訴えた。

とはいえ、各校の直面する課題は大きく、学校長はなお不安を抱えた状態であった。学力もさる
ことながら、「全国学力・学習状況調査 質問紙調査」の結果に現れている、本県の子どもたちの学
びへの向き合い方、特に、家庭学習の仕方にも大きな課題があったからである。（授業以外に「全く
勉強しない」と回答した中学生の割合：11.5％、これは全国平均の２倍にあたる。）どこから手をつ
ければ、子どもたちの学びに火をつけることができるのか、教育委員会も学校現場も、改善の糸口
を掴むのに試行錯誤が続けられた。

この間、学校長には、まず学校経営がＰＤＣＡサイクルに沿ったものとなるように、学校改善プ
ラン（具体的な単年度計画）の策定を要請し、そのプランに基づく目標設定と進捗管理を丁寧に行
うことを求めた。

また、授業については、担当者には、基幹教科である国語、算数・数学の授業改善を促す資料を
中心に、実際の授業で使用する学習シート、また家庭学習の時間を確保するための宿題プリント等、
様々な教材を用意し教室に届けた。

（３）「高知県教育振興基本計画重点プラン」に基づく取組
「緊急プラン」を基に学力向上に取り組んできた結果、平成24年度の全国学力・学習状況調査の

結果、とりわけ中学校では、国語・数学を合わせた平均正答率の伸び幅が全国一となるなど、各校
の努力が着実に結果として現れてきた。各校の経営努力と地教委、県教育委員会の支援策の方向性
が合ってきた成果である。

その後、「緊急プラン」から「高知県教育振興基本計画重点プラン」（以下、「重点プラン」とする。）
としての取組に移った。「重点プラン」においては、これまでの課題の改善状況を捉え、さらなる授
業改善を促進するため、平成24年度に県独自の学力調査「高知県学力定着状況調査」を導入し、全
国学力・学習状況調査と併せて活用することで、子どもたちの学力をきめ細かく分析し、改善して
いく仕組みをつくった。

さらに、平成26年度からは、ＰＤＣＡサイクルを継続的に機能させるため複数年にわたるプラン
としての「学校経営計画」に基づく学力向上対策を強化してきた。加えて、学校経営アドバイザー
による各学校への支援を継続していきながら、県としてできる対策を推進した。

こうしたことが次第に浸透し、平成27年度の全国学力・学習状況調査の結果は、小学校の学力が
全国上位クラスにまで向上してきたこと、家庭学習の習慣化などが改善してきたことなど、各学校
の努力が結果として現れてきた。一方、思考力や判断力、表現力に弱さが見られるとともに、中学
校の学力状況も足踏み状態となるなど、課題も浮き彫りになった。

２ 「教育等の振興に関する施策の大綱」及び「第２期高知県教育振興基本計画」の策定
このような中、平成27年４月１日に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正
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され、各自治体等に首長と教育委員会による総合教育会議の設置と、首長による「教育等の振興に
関する施策の大綱」（以下、「教育大綱」とする。）の策定が義務付けられた。

本県では、「教育の現状や課題を率直に受け止め、深掘りし、その解決に向けて子どもたちの視点
に立った真に有効な対策を打ち出す」との方針のもと、７回にわたる総合教育会議を開催し、「知」、

「徳」、「体」の３分野ごとに議論を重ねた。
「知」の分野においては、特に、「本県の中学校の学力の定着状況に課題があることの要因は何か」に

焦点を当てて深掘りをするとともに、理想の学校像と学校の現状などについても議論を尽くしてきた。
こうしたことを踏まえ、平成28年３月に、「学ぶ意欲にあふれ、心豊かでたくましく夢に向かって

羽ばたく子どもたち」及び「郷土への愛着と誇りを持ち、高い志を掲げ、日本や高知の未来を切り
拓く人材」を基本理念とした教育大綱が策定され、それに基づく「第２期高知県教育振興基本計画」

（以下、「基本計画」とする）を策定した。

中でも、学校教育に関しては、次のことに力を入れている。
①個々の教員の力量のみに頼らず、教員同士、また、外部の方々ともチームを組んで学校の目標の

実現を図る「チーム学校の構築」
②家庭の厳しい経済状況などを背景として、学力の未定着といった困難な状態に陥っている子ども

たちを守り、育むための「厳しい環境にある子どもたちへの支援」
③学校が抱える課題が多様化、複雑化する中で、学校だけで課題を解決していこうとしてもなかなか

難しい状況にある。このため、地域の方々にもご協力いただきながら、学校と地域が、ともに子ど
もたちを見守り、育てていくための仕組みをしっかりつくっていこうという「地域との連携・協働」

（１）基本方向１ 「チーム学校により組織的・協働的に目標の実現や課題の解決に取り組める学
校を構築する」

① 学校の現状と目指す姿
議論の中で浮き彫りになった本県の学校の現状としては、
・課題に対する対応が、個々の教員により対症療法的に行われることが多く、組織的・体系

的に行われることが少ない。
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・日々の授業や生徒指導が個々の教員に任されており、経験の浅い若手教員を学校の中で育
てる仕組みづくりが十分でない。

・課題の中には、教員の専門性だけでは対応が困難なことも増えている。
・教員が授業以外に生徒指導、部活動など多くの業務を行っており、負担感・多忙感を感じ

ているとともに、教員の中核的な業務である授業を改善するための授業研究や授業準備、
個別指導のための時間など、子どもに向き合う時間の確保に支障が出ている。

といったことが絡み合い、課題に十分な対応ができていないということであった。
そこで、こうした現状を改善するためには、学校の組織力を高めながら、個々の教員の力量のみ

に頼らず、教員同士がチームを組んで主体的に学び合うことにより組織的に授業力の向上や生徒指
導の充実などを図るとともに、外部の専門家や地域の人材も活用して学校の目標の実現や課題の解
決を図る「チーム学校」の取組を進めていくことが必要であると考えた。

このような「チーム学校」の取組を推進することで、教員がより授業に専念できる環境も整えて
いくこととしている。こうした取組を県内全域で推進していくため、「チーム学校により組織的・協
働的に目標の実現や課題の解決に取り組める学校を構築する」ことを施策の基本方向の１とした。
この「チーム学校」で目指す学力向上等に向けた好循環のイメージは図のとおりである。

② 学力向上に向けて教員同士が学び合う仕組みの構築 ～中学校における教科の「タテ持ち」
の導入～
本県の中学校の学力の定着状況に課題があることの要因として挙げられた、「授業が個々の

教員任せになりがちで、学校において組織的に授業力向上に向けた取組が十分でないこと」や、
「授業改善を進める仕組みが十分整っていないこと」への対応が喫緊の課題である。さらに、教
職員の大量退職・大量採用時代を迎えている本県において急務となっているのが、急増してい
く若手教員の資質・指導力の向上という点である。

このようなことから、教員同士がお互いの授業力を高め合うとともに、若手教員の人材育成
を図るため、中学校においていわゆる「タテ持ち」の仕組みを導入し、教科主任や経験と力量
を備えた教員が日常的に若手教員を指導するなどの取組を推進するとともに、こうした取組の
成果を県内全域の学校に普及していくこととした。
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「タテ持ち」とは、一つの学年の生徒をその学年担当の教員で指導する従来の指導形態とは
違い、全学年の生徒を全教員で指導していこうとするもので、特に、同一教科の教員が集まっ
て指導方法や内容について話合いを行うことを必須とする。具体的には、定期的に、また、日
常的に教科会を持ち、その中で、教員同士が指導方法や授業改善について学び合い、切磋琢磨
するなどのＯＪＴの活性化をも意図するものであり、「チーム学校」の構築に重要な役割を持つ
ものである。（下の図 下段中央参照）

ア 平成28年度前期の取組
現在、県内の９つの中学校を指定し、教科の「タテ持ち」の指導形態の研究を進めている。

各中学校には、ミドルリーダーの役割を担う主幹教諭を配置して日常的に若手教員を指導す
る取組を行うとともに、教育先進県で実績を積み退職した元校長を「組織力向上エキスパー
ト」として招へいし、９校の教職員に対して助言や研修を行う取組などを実施している。
ア ミドルリーダーとしての主幹教諭の配置

○研究校に主幹教諭の役割を明確化して配置
・主幹教諭が各教科会に指導・助言を行う。（内容：「タテ持ち」の意義、教科会の役割・

意義と内容、授業づくり等）
・教科主任会の実施：月に１回程度（内容：教科会の意義や持ち方についての説明、学

校全体としての学力向上対策の周知徹底、学力調査の分析結果報告、各教科会の計画
の進捗状況報告等）

・若年教員育成のための計画づくりと実施（内容：若年教員による授業研究について指
導・助言する等）

・主幹教諭による若年教員を対象とした授業参観・指導：週当たり２回程度
○主幹教諭連絡会の実施

・内容：各校の取組についての情報交換、組織力向上エキスパートからの指導
イ 教科会の実施促進

○定期的な教科会の実施促進
・週時程に位置づけた教科会の実施（内容：授業づくりについての協議、定期テストの
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作成、学力分析、宿題の内容等）
○日常的な教科会の実施促進

・昼休みや放課後等、随時、教科会を実施（内容：授業の反省、生徒の理解度合い、宿
題について、日頃の悩み等）

ウ 教科会の充実
○組織力向上エキスパートの学校訪問等による指導・助言：月１回程度（内容：教科会の

意義、管理職や主幹教諭によるマネジメントの仕方等）
○指導主事等による訪問指導：月１回以上（内容：授業力向上や宿題の質、テスト内容に

ついて指導等）
○先進校視察（福井県）の実施：福井市の中学校を視察（内容：教科会及び授業を参観、

教科会の内容や運営の仕方についての情報収集等）
○研究協議会の実施：１回実施（内容：県教委からの説明、第１回学校訪問を踏まえた各

校の取組について協議）
イ 成果と課題

○研究校では、主幹教諭を軸に、確実に定期的な教科会が実施され、また、日常的な教科
会（放課後や昼休みに行うミニ教科会）も随時持たれるようになっている。さらに、若
手教員が先輩に相談したり、指導を仰ぐ場面も多く見られる状況にある。

○教科会で話合う時間を確保するため、部活動後の夜間に教科会を開く学校も多くあり、
多忙感をもつ教員もいる。

○学校や教科によっては、若年教員の割合が多い教科会もあり、全体として教科の指導力
に弱さが見られ、教科会の質が高まりにくいものがある。

○「タテ持ち」の研究校を拡大するに伴い、主幹教諭や教科主任等、校内の核となる教員
を育成しながらそれぞれの教科会を充実し、学校の組織力の向上を図ることが必要であ
り、指導体制の強化が一層図られなければならない。

○小規模校の中学校における教科指導力を向上する仕組みを作ることが必要である。
ウ 今後の具体的な取組

○教員の負担軽減のために、部活動のあり方について見直しを進めたり、事務職員や外部
人材の配置について検討を進めたりする。

○管理職や主幹教諭のリーダーシップを強化し、教科会を効果的に実施できるようにする
ため、組織力向上エキスパートや指導主事による訪問指導を充実していく。

○新しい「タテ持ち」研究校における主幹教諭や教科主任の指導力を向上させるために、既
に研究をしている「タテ持ち」研究校に学ぶシステムを構築するとともに、教育センター
や教育事務所等と連携して、各校のＯＪＴ機能の強化を図る。さらに、課題となっている
数学の教科会のレベルを上げるために、数学のスーパーバイザーをチームリーダーとして
位置付けた「授業力向上チーム」を編成して指導に入るなど、訪問指導の強化を図る。

○中山間小規模学校の教員による教科会や授業研究等が、より効率的・効果的に行われる
ネットワーク体制や仕組みについての研究を推進する。

（２）基本方向２「厳しい環境にある子どもたちの貧困の世代間連鎖を教育によって断ち切る支援
策を徹底する」

① 放課後等における学習の場の充実
「教育大綱」においては、貧困の世代間連鎖を教育の力で断ち切ることを目指して、就学前
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から高等学校までの各段階に応じて、切れ目なく対策を講じていくこととしている。その大き
な取組の一つが小・中学校における「放課後等学習支援員の配置」である。
ア 平成28年度前期の取組と成果

県では、平成27年度から、基礎学力の定着に課題のある児童生徒等に対して放課後や長期
休業期間を活用して補充学習を実施する学校の放課後等学習支援員の配置についての支援を
行ってきた。

平成28年度からは、授業から放課後の補充学習までを一貫して対応する放課後等学習支援
員の配置を行い、授業中の子どもの学習状況等を把握したうえで、一人一人の実態に応じた
きめ細かな指導が可能となるよう支援を行い、実施校を増やしてきた。

イ 課題
○地域によっては、雇用できる人材が不足しており、計画数の放課後等学習支援員を配置でき

ない市町村がある。特に中学生に対する教科の指導支援が可能な人材が不足している。
○放課後等の補充学習についての指導体制や計画が弱く、一人一人の子どもの学力の実態

に合った学習内容が用意できていない学校もある。
ウ 今後の具体的な取組

○人材確保に向けた支援
学び場人材バンクや公的機関、ＮＰＯ団体等が運営する人材紹介組織を市町村教育委員

会、学校へ紹介するなど一層の支援を行う。また、大学のアルバイト紹介窓口への照会･斡
旋の働きかけや、退職教員への声がけを行い、児童生徒への指導が可能な人材発掘を行う
と同時に、高校生の有効な活用方法について学校と協議していく。
○放課後等学習支援の内容の充実

今年度中に各校の補充学習の実施状況分析や効果的な方法についての事例収集を行い、
より良い補充学習のあり方について市町村教育委員会や学校に対し、助言を行う。

また、授業から放課後まで一貫して支援できる放課後等学習支援員の配置を進めること
とし、あわせて各学校の補充学習計画や実施状況のチェックと助言を行っていく。

３ 平成28年度全国学力・学習状況調査の結果
「教育大綱」及び「基本計画」に基づく取組の実施は緒に就いたばかりではあるが、平成28年度

の全国学力・学習状況調査の結果、本県の小・中学生の学力の状況は、調査が始まった平成19年度
からの経年変化を見ると、小・中学校ともに改善傾向にある。平成28年度の調査結果について校種
別にみると、小学校は、知識や技能を問うＡ問題で国語・算数ともに全国平均を上回っており、活
用する力を問うＢ問題についても、国語・数学ともに全国平均とほぼ同じ結果であり、総合的に見
ると、昨年度に引き続き、全国上位に位置している。中学校は、国語・数学ともに全国平均を下回っ
ているが、その差は縮まってきており、ここ数年の足踏み状態から脱する兆しがみられる。

このような結果は、各学校が、授業において目標を明確に示し、また、学習の振り返りの活動を
設定するなど、組織的に授業改善に取り組んでいる成果の表れである。また、質問紙調査の結果を
見ると、「学校の授業時間以外に勉強している時間が１時間以上」の小学生の割合は全国平均を上
回っており、中学生についても年々増加し、全国平均に近づいてきている。こうした結果からも、
小・中学生には、学習習慣の定着が図られてきていることがうかがえる。学習状況の改善は、児童
生徒の努力や保護者の協力によることは勿論のこと、各学校の授業と家庭学習をつなぐ仕組みの改
善や放課後学習などの熱心な取組によるものである。

しかし、その一方で、中学校においては、国語・数学ともに未だ全国平均に達しておらず、また、
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小・中学校ともに、Ｂ問題に対応する獲得した知識や技能を活用して課題の解決を図る力等の育成
の点では、まだ十分な状況ではない。

今後は、これらの残る課題の解決を図ると同時に、これからの時代において求められる思考力・
判断力・表現力等をしっかりと育成するよう、さらに授業改善に取り組んでいく必要がある。その
ためにも、組織力や授業力の向上を図るチーム学校の構築を推進するなど、「教育大綱」や「基本計
画」に基づく取組を着実に進めていくことが重要であると考えている。

４ 終わりに
高知県は、平成19年以来再開された全国学力調査を契機として、学力向上対策を中核に様々な教

育振興対策を実施してきた。この約10年間の取り組みにより、学力調査にみる学力は、これまで述
べてきたように調査開始時の状況からは大幅に改善されてきている。子どもたちや教室を預かる教
員の努力は勿論のことだが、その基盤となったのは県教育委員会が「総合教育会議」や「教育振興
基本計画」を下に、そこに挙げられた施策の確実な実施、点検、評価のサイクルを有効に活用して
きたことが大きな要因でもある。

しかし、本県は不登校や校内暴力の発生率が全国に比して非常に高く、生徒指導上の諸課題解決
にはまだまだ努力を要すること、厳しい環境にある多くの子どもたちが、貧困の世代間連鎖を断ち
切るための学ぶ力を身につけることに苦戦していることなど、学校教育の中だけでは解決できない
課題も抱えたままである。また、急速な情報化や技術革新といった社会的変化の影響が、身近な生
活も含め社会のあらゆる領域に及んでいる中で、子どもたちの成長を支える学校も、より柔軟な在
り方が問われている。

加えて、本県は数年前から教員確保のため大量の採用が必要となっており、若年教員が増えるこ
とは学校運営に活力を取り戻す絶好の機会となってはいるが、若年教員個々の経験不足を補うだけ
の余力を持てない学校も多いことから学校経営も厳しさを増している。

今後も、これらの課題を受け止め、着実な成果を生むためには、改訂の準備に入った学習指導要
領も見据えながら、本県の「教育大綱」を基とした「教育振興基本計画」のＰＤＣＡサイクルを学
校、市町村教育委員会、県教育委員会が連携して丁寧に運用することがさらに求められている。
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